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森下之博氏 博士学位申請論文審査報告書 
 
早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程学生森下之博氏は、早稲田大学学位規則第 7
条第 1 項に基づき、2016 年１月 30 日に、論文「中国労働法における賃金決定関係法の構造」
を早稲田大学大学院法学研究科に提出し、博士（法学）（早稲田大学）の学位を申請した。
当審査委員会は、上記研究科の委嘱を受けてこの論文を審査してきたが、2016 年 5 月 25 日
に審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
一 本論文の目的ならびに構成 
 
１ 本論文の目的 
本論文は、中華人民共和国（以下、「中国」とする。）における改革開放以降の社会主義
市場経済のもとにおける賃金決定制度に関する多様な関係法令等を詳細に検討することに
よって、その法制度の全体構造が、社会主義市場経済のもとで、社会主義的な賃金管理制
度の枠内で展開している労使による集団的な賃金決定制度であることを動態的に明らかに
する目的を有している。この本論文の目的は、以下のような中国の賃金決定に関する法制
度の状況を踏まえた課題意識から設定されたものである。 
もともと計画経済期においては政府による一元的な賃金決定と配分が行なわれていたと
ころ、改革開放後には、労働契約制度への移行を内容とする労働関連法制の制定など、労
働市場の形成を促進するために必要な環境整備が行われ、労使が直接に関与する賃金決定
が認められるようになった。このような状況を背景に、中国労働法学における近年の賃金
の性質に関する見解をみると、市場経済の導入に着目し、賃金を労働者が提供した労務の
対価であると定義し、賃金決定を労働市場における労使の決定という枠組みの中だけで整
理分析しているものが主流を占めている。 
しかし、本論文は、労働法において「労働に応じた分配」原則が規定され、また国家の
賃金に対するコントロールが規定されているなどの状況から、市場経済の視点からだけで
賃金決定制度をとらえる研究の状況に対して批判的な視座を提示し、賃金決定の法制度を
研究している。すなわち、本論文は、改革開放以降の中国の法制度が社会主義市場経済に
おいて、社会主義的な理念と市場経済的な理念が併存しているとするならば、賃金決定制
度において、その両者がどのような影響を待った制度となっているかを分析する必要があ
るという視座からの研究に他ならない。 
このように中国の賃金制度は、市場経済において完結せずに社会主義的な賃金管理制度
からの規制を受けているという課題意識から、「現在の中国には、社会主義国家中国に改革
開放前から存在している賃金（決定）に対する考え方と、市場経済体制の実施に伴って新
たに出現した賃金（決定）に対する考え方とが併存しており、労働法に位置付けられてい
る個別の賃金決定関係法令がその交錯地点として、複雑な法構造を形成しているのではな
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いか。」と作業仮説を立てている。そして、この作業仮説にもとづいて、社会主義的視点と
市場経済的視点との複眼で賃金決定に関する関係諸法令などを総合的かつ体系的に分析し
ている。このように、本論文は、作業仮説の検証を通じて、中国労働法領域における賃金
決定関係法について、法体系を形成している根源的な理念を社会主義および市場経済両面
から説き起こした上で、個別関係法制度とそれらを規定する法理念との連関関係、さらに
は、個別関係法規間の相互の連関関係をわかりやすく浮かび上がらせることを通じて、賃
金決定関係法の構造全体を立体的に明らかにしようとしている。 
 
２ 本研究の構成 
本研究は、上記１で述べた目的を達成するために、まず、第一編「中国労働法の賃金に
対する基礎的考察」における「第一章 中国における計画経済期の賃金決定法政策の史的
展開」および「第二章 社会主義市場経済体制における中国の賃金に関する理論的考察 ―
中国労働法における賃金を捉える視点―」において、歴史的視座および理論的視座から、
中国労働法における賃金決定関係法を規定する理念、特質について検討する。つぎに第二
編「中国労働法における賃金決定関係法の個別分析」では、第一編で分析検討した中国労
働法における賃金決定関係法を規定する理念や特質を分析の軸に据えながら、「第一章 中
国労働法における賃金管理制度の構造」、「第二章 中国労働法における最低賃金制度の構
造」および「第三章 中国労働法における賃金団体交渉制度と労働協約制度の構造」とい
う三つの章において、個別の法制度について検討を加えることにより、その内容を明らか
にするとともに、法制度間の法的関係性についても検討している。 
そして、結語においては、これまでの分析検討を踏まえ、全体について総括がなされて
いる。 
 
二 本論文の内容 
第一編 中国労働法の賃金に対する基礎的考察 
「第一章 中国における計画経済期の賃金決定法政策の史的展開」では、基礎的考察の
一つ目として、計画経済期の賃金決定をめぐる法政策に対する史的考察を行った上で、改
革開放前の賃金決定関係法政策において「労働」と「賃金」がどのように捉えられてきた
のか、一貫した理念は何だったのかを明らかにしている。 
具体的には、計画経済期における賃金決定構造として、「生産主義」という社会主義国家
中国の理念の下、将来的な「必要に応じた分配」への移行を最終目標とする「労働に応じ
た分配」という根本原則が存在し、この大目標を実現するための手段として、賃金総額管
理、賃金等級制等が実施されるという、一連の体系が形成されていたと整理している。 
「第二章 社会主義市場経済体制における中国の賃金に関する理論的考察 ―中国労働
法における賃金を捉える視点―」では、基礎的考察の二つ目として、社会主義市場経済体
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制下の中国における賃金について、特に社会主義という観点からどのような特質が存在し
ているのか理論的な分析が行われている。 
本章では、まず、大前提として、現代中国法における社会主義的な秩序の存在を確認し
た上で、社会主義体制の賃金の特徴を抽出するため、資本主義体制の賃金との比較検討が
行われている。その上で、社会主義体制下での市場形成によって生じた社会主義計画経済
期の賃金の考え方の変容について検討するとともに、現代中国労働法の賃金に対する考え
方における社会主義的な特質の所在について明らかにしている。 
この分析の結果、社会主義市場経済体制の中国における賃金決定の理念的特質として、
①市場による賃金決定の過渡的な実施、②「労働に応じた分配」原則の継続的実現、③市
場「利用」という価値観の存在、④国家の主人公としての労働者理念と労使の利益一体化
の観点の存在、⑤圧力型システムによる命令的手法の維持、⑥工会の特殊性の存在の６つ
の特質が抽出整理されている。 
そして、現代中国の賃金論は、法を規定する理論に社会主義的秩序と市場秩序の二つの
秩序が内在している状態にあるとし、「82年憲法」１条２項によって、中国の国家秩序とし
て、社会主義の枠内で制度が形成され権利行使が許容されていることを踏まえると、上述
の６つの社会主義的な特質の制約の中で、使用者の賃金配分権および労使間での賃金決定
の自由が認められているとの結論を導いている。 
最後に、このような考察結果を受けて、作業仮説について、「現代中国労働法には、社会
主義的な秩序に基づく賃金（決定）に対する考え方がアウトラインとして存在し、その枠
内において、市場経済体制の実施に伴って新たに出現した賃金決定に対する考え方が許容
されており、個別の賃金決定関係法が両者の交錯地点となって、複雑な法構造を形成して
いるのではないか。」と修正している。 
 
第二編 中国労働法における賃金決定関係法の個別分析 
「第一章 中国労働法における賃金管理制度の構造」では、賃金管理制度の構造につい
て分析検討されている。 
具体的には、①賃金総額管理として、賃金総額払用台帳制度による企業ごとの賃金総額
管理等が実施されていること、②労働者の賃金上昇水準を管理することを目的として、賃
金指導ライン制度が実施されていること、③賃金や企業の人的コストに関する統計調査の
結果についても、国家による賃金指導の一環として位置づけられていることについて、関
係法令および通知の条文を分析検討し、賃金管理制度の全体像を明確化している。 
その上で、賃金管理制度を含めて、中国労働法における賃金決定の法構造を俯瞰すると、
政府として、一方で最低賃金制度、団体交渉制度や労働協約制度といった市場による賃金
決定を推し進めながら、他方で、いわゆる社会主義的な理念に由来する、政府による賃金
に対する管理制度は現在でも変わらず継続しており、市場による労使間の賃金決定に対し
て、法的根拠をもって国家が恒常的に関与する法体系になっていると結論付けている。 
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「第二章 中国労働法における最低賃金制度の構造」では、最低賃金制度の構造につい
て分析検討がなされている。ここでは、最低賃金制度は、制定経緯や根拠法令から、市場
経済の導入をきっかけとして、低賃金労働等の問題に対応するために整備されたものとし
て位置付けられるものの、「最低賃金規定」の中には、社会主義的な秩序に根源を有する規
定や構造も存在するとしている。 
具体的には、まず、「最低賃金規定」の目的規定および額の調整にあたっての考慮要素と
して、労働者本人とその家族を含めた基本的生活の保障が掲げられていることを挙げてい
る。なぜなら、ILO 第 131号条約を批准していないことや、建国初期段階において私営経済
が許容されていた時期の規定に同様の記載があること等によるとしている。 
 次に、最低賃金の決定にあたっては、政府が直接関与、決定する方式が採られている。
そして、最低賃金額の調整にあたって、労働行政部門が工会および使用者団体と共同で原
案を作成する旨規定されているが、工会と企業連合会/企業家協会に参画主体が法令で限定
されている。しかし、工会、企業連合会/企業家協会ともに労働者、使用者の代表性に疑問
があり、その独立性にも問題が存在している。さらに、中国の三者構成システムは深刻な
形式主義に陥っているとも指摘されている。このような社会主義的な特質を踏まえると、
法制度の構造全体としてみれば、最低賃金決定における三者構成は、実質的に政府単独決
定とあまり変わりがないことになるとしている。 
このような制度構造により、そのときどきの党や政府の要請に応じて、労働行政部門に
よる最低賃金額の迅速かつ弾力的な調整が可能な仕組みとなっていると結論付けるととも
に、しばしば政府の賃金管理手法の一環として説明されることとなるとしている。 
以上の検討結果を踏まえ、中国の最低賃金制度は、一方で、市場経済とともに形成され
た制度でありながら、他方で、政府の賃金コントロール体系の枠の中に組み込まれている
と析出している。 
「第三章 中国労働法における賃金団体交渉制度と労働協約制度の構造」では、賃金団
体交渉制度と労働協約制度の構造を明らかにすべく、分析検討が行われている。 
検討の結果、賃金団体交渉制度と労働協約制度には、一方で、市場経済に対応した労使
による賃金決定システムの根幹を担う制度として位置付けられていることは明らかである
が、他方で、政府による指導や管理を反映した規定も当然ながら制度に内在しているとし
ている。具体的には、まず、「労働協約規定」（以下、「04年協約規定」という。）および「賃
金団体交渉試行弁法」には、労働行政部門の労働協約に対する内容を含めた事前審査規定
があり、当該審査の際には、政府の賃金マクロコントロール政策との適合性を含めて確認
されるため、賃金管理制度と齟齬のある労働協約は認められない仕組みとなっていること
を析出している。 
そして、賃金管理制度との法的関係性を示す根拠として、「賃金団体交渉試行弁法」で政
府のマクロコントール政策との適合規定や、賃金団体交渉の際の考慮要素の一つとして明
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記されていること等を指摘し、産業別の賃金団体交渉を中心に実際の賃金上昇率を法的に
拘束していることを明らかにしている。 
以上の検討を踏まえ、政府による指導や管理の範囲内での労使の賃金団体交渉制度であ
り労働協約制度であると結論づけている。 
この結果は、国務院や労働行政部門等の関連通知をみても、市場調整と併せて、必ず政
府による管理、指導が列挙されるとともに、改革開放後 40年を経てもなお、政府の賃金コ
ントロールの更なる強化の方向性が示されていることからも理解することが可能であると
している。さらに、労働行政部門の批准を労働協約の効力発生要件とする規定が、中華人
民共和国建国初期の私営経済から公有経済への過渡期にも、現行法にもみられていること
からすると、少なくとも 100年は続くとされている現在の過渡期において、このような恒
常的な政府による賃金管理を有する法構造は、今後も継続すると捉えるべきであるとして
いる。 
また、工会の特殊性という観点からも論じている。工会は一方で「04年協約規定」等で
は、労働者側の交渉代表としての位置付けを与えられている。他方で、「中華人民共和国工
会法」等を踏まえれば、地方工会が組織する団体交渉指導員は、交渉の場面で政府や企業
団体の積極的な指導を受け、工会は政府の賃金管理の方針や党の方針に基づき、団体交渉
にあたるよう求められているし、さらに、紛争処理時には、工会は、企業の協力者や労使
間の意見調整を行う調停者の役割をも負わされ、多面的な性格を有する存在として法的に
位置づけられていることを明らかにしている。 
このほか、その他の社会主義的な秩序との関係規定等として、「団体行動権に対する法的
保障の不存在」を挙げている。労使の利益を一体的に捉え、団結を重んじる社会主義の伝
統的価値観を背景として、市場経済において労使の賃金団体交渉を対等なものとするため
に不可欠な団体行動権は、現行の法制度の枠組みでは保障されていない。むしろ、「04年協
約規定」では、ストライキ、怠業等の過激行為を禁止している状況にあるとしている。 
 
結語 総括 
「総括」では、これまでの分析検討を踏まえ、本研究の全体について総括を行った上で、
中国労働法の賃金決定関係法の構造を図示化するとともに、残された検討課題について整
理している。 
まず、全体総括として、中国における労使による賃金決定は、国家の賃金管理を是とす
る社会主義の範囲を法的に越えることができない。この点が、労働市場における自由な賃
金決定を基本とし、政府が必要に応じて労働者の交渉力を修正するための制度整備等を行
う、資本主義市場経済体制とは根本的に異なっている部分であるとしている。 
このような特殊な枠組みが形成された背景は、社会主義体制を継続したまま市場経済を
導入したことにあるとしている。すなわち、市場の無政府性に対する批判の帰結として、
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本来的に国家による管理や公有制経済を基本とする社会主義体制において、市場経済はあ
くまで生産発展のために一時的に利活用する対象として捉えられている。 
したがって、社会主義体制が維持されている以上、市場経済下での労使間の賃金決定を
管理指導する中核的な法的枠組みとして、賃金管理制度の存在が不可欠となる。そして、
このような国家や政府による恒常的な賃金管理（指導、監督）を正当化する具体的な根拠
原則として挙げられるのが、社会主義体制における賃金決定に関する考え方である「労働
に応じた分配」原則であると結論付けている。 
「労働に応じた分配」原則に代表される社会主義的な秩序の制約の中で、労使による賃
金決定の原則に代表される市場経済的な秩序が存在しているという関係性は、政府の賃金
決定に関する基本方針（規範性文書）にも反映されている。なぜなら、国務院や中央労働
行政部門が過去に発出した各種通知において、賃金決定については、市場調整とこれに対
する政府による指導、管理がともに重要な手段として位置づけられているからである。 
こうした賃金配分に関する政府の基本方針の下、中国の賃金決定関係法が形成されてい
ることを踏まえ、個別制度との関係を定義付けるならば、社会主義的な秩序によって基礎
づけられるものとして賃金管理制度が存在し、市場経済的な秩序によって基礎づけられる
ものとして賃金団体交渉制度と労働協約制度が存在していると整理することができるとし
ている。 
また、最低賃金制度については、制度の制定背景をみれば市場経済的な秩序のなかで形
成されてきたものであり、純粋な賃金管理制度とは異なるが、最低賃金額の調整において
政府が主導的役割を果たし、かつ相当に幅広い裁量を有する制度構造となっていることや、
労働行政部門幹部の報告や中国人労働法研究者では国家の賃金コントロール権の中で整理
されている状況を踏まえれば、「労働に応じた分配」原則に基づく、政府の賃金コントロー
ル体系の枠組みの中に位置づけられ、政府の賃金管理の目標達成のための手段の一つとし
て捉えられているとしている。 
以上を総括すると、中国労働法の賃金決定関係法は、社会主義的な秩序に由来する「労
働に応じた分配」原則が個別法制度において具体的に発現している結果、労使には賃金管
理制度の範囲内での賃金決定の自由が与えられているに過ぎず、恒常的に実施される政府
の賃金管理制度や最低賃金制度によって設定される賃金上昇基準や賃金総額等を逸脱する
ことが許されない法構造となっているとしている。 
このほか、「労働に応じた分配」原則から直接導かれる賃金管理制度や賃金団体交渉制度
の関連規定、そして、国家の賃金コントロール権のもとに組み込まれている最低賃金制度
のほかにも、工会の特殊性や労使の利益一体化の伝統といった社会主義的な秩序から導か
れる特質が発現している条文の存在が指摘されている。具体的には、労働側代表としての
工会の多面的性格、団体行動権の未保障と労使の利益一体化の伝統、最低賃金制度の目的
規定と社会主義的考え方との関係である。 
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最後に、残された課題として、①本研究は中国の賃金決定関係法の構造のみを射程とし
ていることから、資本主義市場経済諸国の政府関与との比較検討は基本的な類型、いわば
理念型として想定される関与方式と比べるにとどまっていること、②各省や市ごとに特色
のある地方政府の関係法規や規章を詳細に検討できたとは言いがたいこと、③法執行の状
況が検討の対象外であることを整理している。さらに、近い将来、中央政府の賃金団体交
渉などの賃金決定に関する条例制定の動きがあることから、引き続き研究していくことも
課題として位置付けている。 
 
三 本論文の評価 
本論文は、改革開放以降の中国における、いわゆる社会主義市場経済のもとでの賃金決
定制度の歴史的展開を多様な法令群などを詳細に検討し、法的に分析した労作であり、中
国労働法研究において新たな地平を切り開いた論文と評価することができる。 
社会主義市場経済においては、国家の最終的な管理を留保しながら、市場経済を導入す
ることによって経済発展を図っているが、労働関係における賃金決定制度においては、表
面的には市場経済的な仕組みが導入しているようにみえ、中国労働法学における研究を見
ても、労働市場における労使による賃金決定という枠組みの中だけで整理分析しているも
のが主流を占めている状況にある。しかし、本論文は、このような形式的な分析に依拠す
るわけではなく、むしろこのような見解に批判的な観点から賃金決定に関する法制度の全
体構造を考察している。 
本論文は、社会主義市場経済において、市場経済が社会の基本的な構成原理としてでは
なく、あくまで生産発展のために一時的に利活用する制度としてとらえられている限界か
ら、賃金決定制度においても、社会主義体制における賃金決定に関する考え方である「労
働に応じた分配」原則に基づいて、市場経済下での労使間の賃金決定を管理指導する中核
的な法的枠組みとして、賃金管理制度の存在が不可欠であることを明らかにした。そして、
本論文は、賃金決定制度においては、単に社会主義的枠組みと市場経済的枠組みが併存し
ているのではなく、前者の優位のもとに一元的に形成されているとする注目すべき結論を
提示している。 
近年、労働法学における比較研究は、欧米諸国だけではなく、アジア諸国、特に東アジ
ア諸国を対象とするようになってきている。労働法制の先進国といえる欧米諸国の比較研
究は、歴史研究も含めて日本の労働法学または労働政策上の諸課題を解くという課題意識
のもとに、日本法に対する示唆を得るという手法が多い。これに対して、東アジア諸国の
労働法制の研究は、この手法が妥当しないし、また、対象国の制度の単なる紹介であって
は、理論的な研究と言えない。あくまでも対象国の労働法に関する諸制度が、対象国の政
治的経済的な条件のもとでどのように妥当しているのかを労働法の一般理論との関係を踏
まえながら明らかにすることが求められる。なかでも中国労働法の研究においては、社会
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主義市場経済という社会体制をとっていることが、研究対象にどのような特徴を与えてい
るかを理論的に明らかにすることが求められる。 
このような観点から本論文をみると、中国の労働法研究者においても必ずしも自覚的に
展開されていない社会主義市場経済における市場経済の意義と限界を強く意識した仮説を
立てて、単純な法制度の表面的な紹介ではなく、賃金決定に関する多様な諸法令を綿密に
分析することによって中国の賃金決定制度に関する法制度の全体像を理論的に把握するこ
とに基本的に成功しており、日本における中国労働法研究の水準を引き上げる成果と評
価できる。 
以上を前提としたうえで、本論文のとくに注目すべき点を、以下、３点にわたり指摘
しておきたい。 
第１の特色は、社会主義市場経済体制の中国における賃金決定の理念的特質として、①
市場による賃金決定の過渡的な実施、②「労働に応じた分配」原則の継続的実現、③市場
「利用」という価値観の存在、④国家の主人公としての労働者理念と労使の利益一体化の
観点の存在、⑤圧力型システムによる命令的手法の維持および⑥工会の特殊性の存在の６
つの特質を抽出したことである。このことによって、現代中国の賃金決定を規定する理論
においては社会主義的秩序が市場経済秩序に優位しており、社会主義的秩序の枠内での使
用者の賃金配分権および労使間での賃金決定の自由が認められているとの結論を導いてい
る。 
第２の特色は、賃金決定に関する関係法令および通知の条文を総合的に分析し、表面的
な制度紹介ではない、社会主義市場経済にもとでの複雑な賃金決定に関する法制度の全体
像を明確にしたことである。ここでは、中国において、一方では最低賃金制度および団体
交渉・労働協約制度の整備によって市場による賃金決定の仕組みがありながら、他方では、
社会主義的な政府による賃金に対する管理制度が機能する法制度になっていることを明ら
かにした。そして、中国の賃金決定制度においては、社会主義的な賃金管理制度の枠内に
おいて展開される労使の賃金決定の仕組みに関する法制度の具体的なありようを描くこと
に成功している。 
 第３の特色として、労使の賃金決定における労働側の当事者である中国の労働組合であ
る「工会」の特徴から、社会主義市場経済における賃金決定の仕組みを分析していること
である。集団的な労使自治が機能する前提は、労働組合が労働者の代表としての役割を担
うことであるが、工会は、労働者側の交渉代表としての位置付けを与えられていると同時
に、他方で、政府の賃金管理の方針や党の方針に基づき、団体交渉にあたるよう求められ
るなどの法的に多面的な性格を有する。本論文は、この中国における労働組合の特徴を踏
まえて、集団的労使自治の限界を指摘している。 
 もっとも、本論文にも問題点があることも指摘しなければならない。 
 第１は、中国の賃金決定制度を関係諸法令などに依拠して詳細に検討することによっ
て、その複雑な仕組みを明らかにしたが、この法的な仕組みが現実においてどのような
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機能しているかについては十分に検討されていない。もし本論文が集団的な賃金紛争が
どのように解決されているかという動態的な分析を経るならば、より具体的な賃金制度
の有り様に迫ることができたと思われる。ただし、中国において、集団的労働紛争の解決
手続に関する法整備は十分ではなく、現時点でこの分析を行うことは容易ではないため、
今後の課題といえよう。 
 第２は、本論文は、賃金管理制度の枠組みのなかでの労使による団体交渉・労働協約
制度を通じた賃金決定という中国における賃金決定に関する法制度の特徴を描き出す
ことに成功したと言えるが、それが妥当する条件が何であり、そこにどのような矛盾が
内包されているのかという点にまでは考察が及んでいない。この考察を欠いていると、
今後中国経済の変容などのなかで、中国の賃金決定に関する法制度がどのような方向に
展開していくのが必然となるかを理論的に明らかにすることが困難であると思われる。 
とはいえ、以上の批判は、本論文の到達点を踏まえた上での、問題点の指摘であり、
むしろ今後の課題の提示ともいえる。従って、論文自体の本質的な意義を損なうもので
はなく、著者には、今後の研究をさらに深めていくことを期待したい。 
 以上により、本論文は、博士論文に十分値する優れた業績であると評価できる。 
 
四 結論 
 
 以上の審査の結果、後記の審査員は、全員一致をもって、本論文の執筆者が博士（法
学）（早稲田大学）の学位を受けるに値するものと認める。 
 
２０１６年５月２５日 
 
            審査員 
             主査  早稲田大学教授 島田陽一（労働法） 
 
                                      
                 早稲田大学教授 石田 眞 （労働法） 
 
                                                                 
                 早稲田大学教授 竹内 寿（労働法） 
 
                                      
                 早稲田大学教授 小口彦太（中国法） 
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                 九州大学教授 山下 昇（労働法） 
 
                                      
               
 
